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関連計画について 

 

○しあわせ信州創造プラン（長野県総合５カ年計画） 

１ 計画概要 

  県政運営の基本となる総合計画 

 

２ 水道行政に関する記載内容（抜粋） 

第３編 今後５年間の政策推進の基本方針 

 方針１ 「貢献」と「自立」の経済構造への転換 

 ～信州の強みに立脚した「貢献」と「自立」の経済構造への転換～ 

長野県の技術力や豊かな自然環境、多様な農林水産物などを活かし、独創的な研

究開発や生産技術、６次産業化＊、さらには「おもてなし」の向上などによって商

品やサービスなどの「質」を追求し、世界に評価され、貢献できる付加価値の高い

産業づくりを進め、力強く安定した経済をめざします。 

合わせて、自然エネルギーの活用や水・食料の確保などにより、地域の自立を支

えます。 

 

○長野県人口定着・確かな暮らし実現総合戦略 

１ 計画概要 

・しあわせ信州創造プランの内、人口減少への歯止めと人口減少を踏まえた地域社会の

維持・活性化に向けた取り組みをさらに進化・展開するもの 

・まち・ひと・しごと創生法の「総合戦略」 

  

２ 水道行政に関する記載内容（抜粋） 

Ⅳ 施策展開 

４ 人口減少下での地域の活力の確保～確かな暮らしの実現～ 

(1) 確かな暮らしを支える地域構造の構築 

（イ）既存施設のマネジメント強化 

安心安全な水道を将来にわたって維持していくため、水道事業者をはじめ

とする関係者の取り組み指針となる長野県水道ビジョンを策定し、計画的な

施設更新や災害対策の促進、広域的な連携等の検討を行います。 

 

参考資料４ 
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○第５次長野県水環境保全総合計画 

１ 計画概要 

 長野県水環境保全条例第 7 条に基づく水環境の保全を図るための総合的な計画 

 

２ 水道行政に関する施策の記載内容（施策、目標部分のみ抜粋） 
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第３編  長野県における水環境施策の展開 

第１章 水資源の保全と適正な利活用 

第４節 水源地域の保全 

【施策の方向】 

 

 

 

１ 水源地域における土地取引の把握 

  保全が必要な水源地域における土地取引等を事前に把握し、市町村と連携し

ながら、適正な土地利用について助言していきます。 

 ２ 水源地域の公的関与 

水源地域の公的関与を推進するとともに、保全が必要な水源林については森

林整備及び保全を推進していきます。 

 

第６節 水の利活用 

【施策の方向】 

 

 

 

４ 災害時の地下水利用 

災害時に飲料水等を確保することができるように、自家用井戸等の維持、確

保を促すとともに、給水体制の整備を図ります。 

５ 水道事業の安定的な経営 

各水道事業者が自らの事業を取り巻く環境を総合的に分析した上で経営戦略

を策定し、それを計画的に実行していくことが必要なことから、県は水道に関す

る情報を提供し、長野県地域防災計画に基づく対応を行うとともに、水道事業者

の施設整備に国庫補助を有効に活用することができるよう支援します。 

 

第２章 安心安全な水の保全 

第２節 水質監視 

【施策の方向】 

 

 

 

３ 水道水源 

（１）水道水源ダム湖 

長野県の豊富で清らかな地下水などの水資源を産業など地域振興に活かす

ように努めます。 

私たちにとって必要不可欠な水を、安全に利用することができるように、 

河川、湖沼、地下水、水道水源等の水質の監視を行います。 

重要な水源地域における土地取引等の事前届出により、水源地域の保全に

努めます。また、水源地域内の民有地への公的関与を推進します。 
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① 水道水源ダム湖の水質監視を、引き続き水質測定計画に位置付けて水質

測定を実施し、その結果と水質保全目標の達成状況を公表します。 

なお、水質監視を行っているものの水質保全目標が設定されていない県

営の５ダム湖（貯水量100 万㎥未満又は未供用）について、関係機関と協

議し、各ダム湖の特性を勘案して水質保全目標値の設定を検討します。 

② 必要に応じて水質保全連絡協議会等を設置し、地元住民、地元自治体、 

関係団体が協力して水質保全に取り組みます。 

（２） 飲用井戸 

町村内の飲用井戸設置者に対し、引き続き「飲用井戸等衛生対策要領」に

基づく定期的な点検や水質検査等の衛生対策をとるよう啓発を図ります。 

 また、飲用井戸の汚染が判明した場合は、市に必要な助言をするとともに、

飲用井戸設置者に対し必要な措置を取るよう、町村と協力して指導します。 

（３） 水道施設 

各水道事業者が自らの水源の置かれている状況やリスクを分析し、安定

した取水が可能となる対策を講ずるよう、県は技術的な相談に応じるとと

もに、変更認可が必要なときは迅速に取得できるよう支援します。 

 

第３節 発生源対策 

【施策の方向】 

 

 

 

 

 

１ 特定汚染源 

（９）地下水汚染対策 

② 地下水の概況調査において、汚染を発見したときは、周辺地区において

原因調査を実施し、汚染原因が特定されたときは必要な指導を行います。 

また、周辺住民に周知し、井戸水の飲用指導を行います。 

２ 非特定汚染源 

（５）水道水源ダム湖 

水道水源ダム湖の水質保全を図るため、引き続き水質監視により水質の 

状況を把握するとともに、周辺の状況の確認を行い、関係機関と情報の共 

有を図ります。 

 

 

水質の悪化の要因である特定汚染源（生活排水や工場・事業場排水等の

特定の汚染源）と非特定汚染源（汚染物質の負荷排出ポイントが特定しに

くい、市街地、農地、森林などの面的な広がりを有する汚染源）の対策を

推進し、水質の保全に努めます。 
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第４節 水に関する危機管理（リスクマネジメント）対策 

【施策の方向】 

 

 

 

１ 水に関する危機管理対策 

② 水道水中の放射性物質を定期的に検査し、その結果を県公式ホームページ

に速やかに公表していきます。 

⑤ 各水道事業者が自らの水源の置かれている状況やリスクを分析し、安定し

た取水が可能となる対策を講ずるよう、県は技術的な相談に応じるとともに、

変更認可が必要なときは迅速に取得できるよう支援します（前掲）。 

⑥ 水源地域への公的管理を推進するとともに、保全が必要な水源林については

森林整備及び保全を推進していきます（前掲）。 

⑦ 災害時に飲料水等を確保することができるように、自家用井戸等の維持、確

保を促すとともに、給水体制の整備を図ります（前掲）。 

⑧ 各水道事業者が自らの事業を取り巻く環境を総合的に分析した上で経営戦

略を策定し、それを計画的に実行していくことが必要なことから、水道に関

する情報を提供し、長野県地域防災計画に基づく対応を行うとともに、水道

事業者の施設整備に国庫補助を有効に活用できるよう支援します（前掲）。 

 

第６編 達成目標 

（３） 水環境保全の方針に係る達成目標 

ア 水資源の保全と適正な利活用 

上水道及び簡易水道事業者の数 ３３６（H23）→219（H29） 

 

  

防災、放射能、地球温暖化など水に関する様々な危機管理事象に的確に

対応することができるように努めます。 
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○長野県地域防災計画 

1  計画概要 

 ・災害対策基本法に基づき、長野県防災会議が作成 

・県機関はもとより、国の機関、市町村、公共機関のとるべき対策や県民の責務などに

ついての基本方針などを定めている 

 ・風水害、震災、火山、原子力、その他の５編 

 

２ 水道に関する記載内容 

(1) 記載項目 

■ 風水害対策編 

  第２章 災害予防計画   第 14 節 給水計画  

               第 19 節 上水道施設災害予防計画 

  第３章 災害応急対策計画 第 15 節 飲料水の調達供給活動 

               第 24 節 上水道施設応急活動 

 

■ 震災対策編 

  第１章 総則       第 5 節 災害想定 

  第２章 災害予防計画   第 13節 給水計画       →風水害対策編に同じ 

第 18 節 上水道施設災害予防計画 

  第３章 災害応急対策計画 第 14節 飲料水の調達供給活動 →風水害対策編に同じ 

               第 23節 上水道施設応急活動    →風水害対策編に同じ 

 

■ 火山対策編 

  第２章 災害予防計画   第 14節 給水計画       →風水害対策編に同じ 

第 19節 上水道施設災害予防計画→風水害対策編に同じ 

  第３章 災害応急対策計画 第 15節 飲料水の調達供給活動 →風水害対策編に同じ 

               第 24節 上水道施設応急活動    →風水害対策編に同じ 

 

■ 原子力対策編 

第３章 災害応急対策計画 第 4 節 モニタリング 

               第 9 節 飲料水・飲食物の摂取制限等 

  第４章 災害からの復旧・復興  ２ その他の災害後の対応 

 

(2) 記載事項（抜粋） 

   該当部分の写し（次ページから） 
































